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１．はじめに

大学では日々様々な研究活動が行われ，研究活動に

よる研究成果は，論文として世の中に公表されてい

る。

国立大学は平成 16 年に法人化され，従来の教育，研

究に加え，社会貢献が大学の使命として掲げられた。

この結果，研究成果の PR，企業等との共同研究の進

展，公的機関等からの研究資金の獲得，ライセンスに

よる事業の拡大のため，大学からの特許出願が推奨さ

れ，大学の特許出願件数は急激に増加した（図 1-1）。

法人化以前の国立大学は国の機関であったため，特

許出願の手続きにかかる特許庁の手数料，特許維持の

年金は不要であった。しかし，法人化により，アカデ

ミックディスカウント（減免措置）が適用されるもの

の，特許出願の手続き及び特許維持には，相応の支出

が発生することとなった。大学は特許に要する費用の

適正化，特許管理業務の効率化，ライセンス等による

特許の活用推進を図る必要があり，場面に応じた特許

価値評価が求められている。

一方，大学における特許等の知財に関する歴史は浅

く，大学には特許価値評価に関する十分な知識・経験，

価値評価に関するデータの蓄積はほとんどない。ま

た，大学には多様な研究分野があり，特許等の技術分

野も多岐にわたる。このため特許価値評価にあたって

は，その目的や技術分野に応じた評価のあり方が望ま

れる。しかし，特許価値評価はそれ自体コストがかか

り，また多様な価値評価をすればするほどコストが増

し現実的でない。特に，中小規模の大学が，限られた

人的リソースのなかで客観的かつ適正な評価を行うこ

とは容易ではない。

そこで本稿では，特許の書誌的情報を用いて評価対

象となる大学特許の母集団を作成し，大学の視点，状

況を考慮した大学特許の相対的価値を簡便に評価でき

る手法を提案する。
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成果である特許の書誌的情報を用いた新たな評価手法を提案する。書誌的情報を用いた市販の特許価値評価

ツールもあるが，目的に応じた評価項目，評価指標の選択，評価項目等の重み付けの変更等ができない。提案

する手法は，この変更が可能である。さらに，大学における特許の活用においては，市販ツールにはない評価

項目（科研費獲得の貢献度，競争的資金の獲得率等）を自在に追加・変更できることが好ましいが，これにつ

いても対応可能である。
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図 1-1 国立大学からの特許出願数推移

出典：「国立大学の研究者の発明に基づいた特許出願の網羅的

調査」（概要-3），文部科学省 科学技術・学術政策研究

所，2017 年 12 月 12 日

２．大学における特許価値評価

２−１ 大学における特許価値評価の場面

日本弁理士会知的財産経営センター（旧知的財産価

値評価推進センター）は，知財を直接的に収益に繋げ

る事業を行っていない機関（図 2-1：大学・高専，公設

試，ベンチャーキャピタル等）を対象にしたアンケー

ト調査を行い「知財価値評価のニーズ調査アンケー

ト」報告書（2015 年 3 月 16 日）に取り纏めた。

図 2-1

この調査によれば，大学において特許価値評価が求

められる場面は，特許の出願時，審査請求時，登録時，

年金納付時等の知的財産管理，譲渡，特許ライセンス

契約，職務発明に関する対価額の算定，特許紛争での

損害額の算定等であった（図 2-2）。

図 2-2

２−２ 大学における特許価値評価の課題

大学においては，特許出願時に大学が研究者から発

明を承継し，特許出願するか否かは大学の発明委員会

が審議している。特許出願後，通常，2 年経過時に審

査請求の要否を評価し，登録査定が得られたら特許維

持の年金を支払い，特許登録後，3 年経過時及びその

後の一定期間経過時に特許維持の要否を評価してい

る。また，特許のライセンス又は譲渡時にライセンス

又は譲渡条件を算定するために特許価値評価を行って

いる。

しかし，大学発明は製品の企画開発に至る以前の段

階でなされた基本的なものであり，発明の用途が特定

できていない，あるいは発明がどのように利用される

のか，具体的でないものが多い。このため権利の広狭

や権利としての安定性，技術の寿命や先導性及び技術

動向との符合性，商用化の可能性，商用化における特

許の貢献等を考慮して評価するまでには至っていない

のが現状である。

また，企業等と大学の共同研究の進展，公的機関等

からの研究資金の獲得などは大学の活動として重要な

観点となるが，大学保有特許の中での優先度や，当該

発明の技術分野における評価対象特許の重要性を考慮

した評価には至っていない。

大学特許については，「大学の成長とイノベーショ

ン創出に資する 大学の知的財産マネジメントの在り

方について」（文部科学省オープン&クローズ戦略時

代の大学知財マネジメント検討会，平成 28 年 3 月）6

頁では，「特許権の保有目的に留意しつつ，特許権の維

持に要する費用の負担を軽減する観点から，保有する

特許権の見直しを引き続き積極的に進めていくこと」

とされている。

また，「産学官連携による共同研究強化のためのガ

イドライン」（イノベーション促進産学官対話会議，平

成 28 年 11 月）24 頁では，「大学・国立研究開発法人が

組織として，活用可能性等を十分に勘案し，知的財産

戦略を検討して，それに沿って選択と集中を図る等，

厳選した権利取得を行っていくことが重要」としてい

る。さらに，同 25 頁には，「大学保有の特許権等が増

大している状況下において，技術移転の状況を踏ま

え，段階的に，保有している知的財産の絞り込みを実

施し，知的財産権に係る支出費用の合理化を図ること

は非常に重要」と記載されている。大学における特許

の目的に応じた客観的な価値評価手法は，国家戦略と
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しても，その構築が望まれている。

３．特許価値評価に必要な特許群（母集団）と評

価項目・評価指標

３．１ 特許群（母集団）とその作成方法

評価手法には大別して絶対評価，相対評価の二種類

がある。本稿において提案する大学特許価値評価手法

は，評価対象特許と技術領域が同一・類似の特許とを

相対的に評価するものである。特許価値の相対的評価

を行うにあたっては，先ず評価対象特許と比較する特

許の群（以下，母集団）を作成する必要があり，その

作成方法として，特許出願時に付与される技術分類体

系の国際特許分類（以下，IPC），ファイルインデック

ス（以下，FI），ファイルフォーミングターム（以下，

Fターム）の利用，あるいは評価対象特許のキーワー

ドを利用した抽出があげられる。

キーワードによる抽出は，単語の入力で行えるので

簡単であり，技術用語が特殊な場合は効率よく検索で

きる等のメリットがある。一方で，検索漏れやノイズ

が多く，単語で表現が困難な技術（形状，構造等）は

検索できない等のデメリットがある。IPC，FI，F

タームを利用する方法は，キーワード検索のようなデ

メリットはないが，技術分類体系を理解する必要があ

り，また最新の技術については分類が整備されていな

い等のデメリットもある。これらの特性を理解するな

かで，母集団の性質を明確にし，漏れやノイズの少な

い母集団を作成することが，特許価値評価を行う上で

極めて重要になる。

技術分類体系やキーワードの利用ではなく，審査官

が審査において引用した文献を利用した母集団の作成

方法がある。

図 3-1 は，今回，評価対象とした特許の一つである

特許第 4862167 号のサイテーションマップである。審

査官が，特許第 4862167 号の審査において引用した文

献（6件）を第 1世代の引用文献とし，かかる 6件の審

査において，審査官が引用した文献を第 2世代の引用

文献（10 件）とし，かかる 10 件の審査において，審査

官が引用した文献を第 3世代の引用文献（6件）とし，

これらをまとめて引用文献ジェネレーション（22 件）

としている。

次に，特許第 4862167 号が先行技術として被引用さ

れた文献を第 1世代の被引用文献（4件）とし，かかる

4件のいずれかが先行技術として被引用された文献を

第 2世代の被引用文献（2件）とし，これらをまとめて

被引用文献ジェネレーション（6件）としている。

このようにして抽出した引用文献ジェネレーション

（22 件）と被引用文献ジェネレーション（6件）とを母

集団とするのが，サイテーションマップを利用した母

集団の作成方法である。なお，評価目的や得られた標

本数（引用及び被引用文献の数）に応じて，サイテー

ションマップの深さ（世代の深さ）を調整し，統計的

に意味のある母集団とする必要がある。

図 3-1 サイテーションマップ

以上の他，誰でも簡便に母集団を作成できることを

最優先に考えた場合，市販の特許分析ツールを利用す

る方法もある。例えば N 社が提供する「概念検索

サービス」の利用である。このサービスは，評価対象

特許の要約書の内容や請求の範囲の内容を基に，評価

対象特許と概念的に近い特許を，類似度を示すスコア

の順に抽出する，というものである。なお，このサー

ビスにおける概念検索の具体的な処理はノウハウとさ

れており詳細は不明である。また，「概念検索」におけ

る「ノイズ」をどのように捉えるべきか，といった問

題もある。

３．２ Fタームによる母集団の作成例

公開特許公報には特許出願時に IPC を細分化した

FI が付与されている。また，FI を基に区分される技

術範囲であるテーマ，及びそのテーマについて必要な

場合には種々の観点から解析した F タームが付与さ

れる。Fタームを利用することで，FI の展開特許文献

の絞り込みが不十分なものであっても，多面的かつ横

断的な抽出が可能となる。そこで，図 3-2 に示す新潟

大学と山梨大学の保有特許 6 件について F タームを

ベースとして母集団の抽出を行った。母集団は評価対

象とする特許と技術領域が同一又は類似の技術をもつ

特許出願の集合とみなし，付与されたFタームのうち

発明の本質を表すと思われる主要 F タームによる論

理式を基本とし，ケースに応じてキーワードを用いて

適切な範囲となるようにした。ここで，評価を行うた

大学特許価値評価手法の提案

パテント 2019 Vol. 72 No. 2− 58 −



めには，統計的に意味のある大きい母集団が適切であ

る反面，類似の技術を絞り込む意味では小さい母集団

を用いる方がよい場合もある。そこで評価対象特許に

対し，多めの件数，少なめの件数のそれぞれ二つの母

集団を抽出し，評価の試行を行った。

図 3-2

３．３ 評価項目の重み付けと評価指標

３．３．１ 市販特許価値評価ソフトの概要と重み

付け

既に市販の特許評価ツールがいくつか存在し，企業

や大学において利用されている。まずそれらの評価項

目について検討を行った。詳細な評価手法が開示され

ていないこともあり，可能な範囲で手法を把握した。

先ず着目したのは，特許の書誌情報，経過情報を

「出願人の権利化への注力度」，「審査官の判断結果」，

「競合他社の干渉度」の三つの評価指標に分類してい

る点である。「出願人の権利化への注力度」は，出願人

がその特許出願に対してどの程度の期待をし，労力や

費用をかけているかを示している。その評価項目とし

ては，外国出願の有無や出願国数，パリ条約及び国内

の優先権主張出願の有無，早期審査請求の有無，拒絶

査定を受けた場合の拒絶査定不服審判の有無などが挙

げられている。

「審査官の判断結果」は，特許庁の審査官による権利

性の判断結果を示しており，その評価項目としては，

特許査定か拒絶査定かの区別，拒絶理由通知における

公知文献の引用数などである。「競合他社の干渉度」

は，出願人と審査官との当事者以外の競合他社であろ

うと思われる第三者の介入度を示している。その評価

項目としては，包袋閲覧の有無や回数，情報提供の有

無や回数，異議申立件数や無効審判請求の件数などで

ある。これらの評価項目と，登録特許の経年維持率と

の関係を調べ，それぞれの評価項目の重みづけを決定

し，それらの重みを重畳して評価を行っている。

また他の手法では，評価項目を「牽制度」，「注目

度」，「出願時期待度」の 3つの評価指標に分類し，そ

れぞれの観点から評価を行っている。「牽制度」の評

価項目としては，出訴の有無，閲覧回数，情報提供回

数，無効審判請求数，異議申立件数や拒絶査定不服審

判の有無などであり，競合他社であろう第三者からの

アクションを示している。

「注目度」の評価項目としては，被引用文献数や発明

者被引用文献数などであり，審査官や他者がいかにこ

の評価対象特許を拒絶理由の引用文献や発明の公知技

術としてその存在を認めているかを示している。

「出願時期待度」の評価項目としては，早期審査請求

の有無，面接回数，請求項の数，出願明細書のページ

数，外国出願の有無，分割出願回数であり，文字通り

出願人が出願に際してどの程度期待しているか，いか

にその発明が重要と考えているか，いかにその発明が

活用できると考えているかを示している。実際にはこ

れらの評価項目のそれぞれの評価指標に対する寄与度

を因子分析により決定し，重みづけを行っている。

３．３．２ 評価目的に応じた評価項目の重み付け

と評価指標

市販特許評価ソフトを用いた特許価値評価の目的と

して，①保有する特許内での優劣を相対的に評価する

「棚卸」，②自社と他社の特許力の優劣を評価する「ベ

ンチマーク」，③技術そのものの方向性を見ようとす

る「技術動向調査」などがあげられる。しかし，目的

に応じて評価項目，評価指標をどのように選択し重み

づけを変えるか，といった指針は市販評価ソフトには
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示されていない。

上述した特許価値評価手法は，それぞれ，観点の細

部は異なるが，①その発明が技術的な効果を有し，適

用した製品の性能が向上し，その結果として出願人の

事業拡大や売上向上に寄与するかを示す「技術性」，②

その発明が第三者事業のリスクになるか又はライセン

スを受けた第三者の事業展開に寄与するかを示すであ

ろう「活用性」，③その発明が権利として確立している

か，まだ権利化されていない場合には権利となる可能

性を示すであろう「権利性」，の 3つを基本としている

点では共通している。そこで本検討では上記の 3つの

観点を評価指標として考慮することとした。

それぞれの評価指標に対する各評価項目の寄与と重

みづけは，特許を評価しようとする目的が保有特許の

棚卸であれば「技術性」に，目的が活用可能性の高い

特許の抽出であれば「活用性」に重きを置いた評価が

必要となる。「権利性」は特許の権利としての安定度

を示すものであるからどちらの目的であっても重要で

ある。また「技術動向調査」が目的であれば「技術性」

に重きを置きつつ，要素技術への分類が重要となり，

異なる観点を設ける必要があるかもしれない。ただ

し，評価指標に対する各評価項目の寄与と重みづけに

ついては現時点では明確な指針はなく今後の検討課題

の一つである。

なお，特許の「金銭的価値評価」は，特許のみでは

なく事業や製品そのものの評価や，ライセンス先又は

譲渡先の製品・事業計画が明らかになって初めて可能

となることから，本稿では検討していない。

４．大学における特許価値評価手法の提案

４．１ 特許価値評価ツール

４．１．１ 母集団データの取得とその処理フロー

今回の検討に当たっては，市販の特許検索システム

から得たデータを利用して母集団のデータを取得し

た。その際，各評価対象特許の母集団を抽出する検索

式を用いてそれぞれの書誌データ，経過情報データを

csv 形式でダウンロードした。

データベースによって取り出せる情報の様式は異な

るため，用いるデータベースに応じて適切な情報を取

り出す必要がある。今回用いたデータベースから特許

評価に用いることができると考えられる情報をダウン

ロードした（図 4-1）。ここで D1〜D23 は特許評価に

関連する項目，B1〜B11 は直接特許の評価には関わら

ないが書誌情報として必要と思われる項目，K1〜K4

は技術情報としての検索キーであり今回の特許評価に

寄与していないが何らかの形で技術領域を特定するよ

うな場合に利用できると考えてダウンロードした項目

である。

図 4-1

これらの情報を基にして得た評価項目を図 4-2 に示

す。E1〜E21 は参照元の欄に記した D1〜D23 の情報

から何らかの処理を行うことにより抽出が可能な評価

項目である。例えば E2 の権利の残存期間は D1 の出

願日又は D2 の国際出願日から 20 年を経過した時点

と現時点との差をとることで得られる。これらの評価

項目を用いて「権利性」「技術性」「活用性」の観点か

ら点数化することを試みた。

図 4-2
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一連の処理を行うため本検討では表計算ソフトのマ

クロを用いて自動処理を施せるようにした。今回作成

した評価手法のフローを説明する。最終的にはこれら

のプログラムを大学特許評価ツールとしてリリースが

可能な程度にまで整えることを目指しているが，現時

点では機能の限られたβ版相当の完成度と考えてい

る。

図 4-3

本ツールの処理フローを図 4-3 に示す。まず市販の

特許検索システムのデータベースから母集団を抽出

し，書誌データ，経過情報データを csv 形式でダウン

ロードし，UOriginal xx^と名前を付けて Excel ファ

イルのワークシートとして取り込む。本ツールでは複

数の csv ファイルを処理可能としているため，拡張子

である .xx はそれぞれを区別するための記号とすれば

よい。マクロ（Parameter 抽出）を実行させること

で，ワークシートUEvaluateX xx^を作成し，上述の

評価項目 D1〜D23，B1〜B11，K1〜K4 を転記する。

併せて E1〜E21 の評価項目の評価点を算出し，

E1〜E21 の欄にその点数を記入する。点数化するに

あたっては図 4-4 に示すそれぞれの項目の計算式に配

点を乗ずることで点数を算出してウェイト付けする。

計算式の結果は 0〜1 の値であり，配点は評価者の判

断に委ねるため評価者が指定できることとした。な

お，E1ステータスの Z01 は出願審査中，Z02 は審査段

階で消滅，Z03 は権利継続中，Z04 は権利化後に消滅，

をそれぞれ意味する。

図 4-4

図 4-5

同時に評価指標である観点「権利性」「技術性」「活

用性」及び全評価項目の合計である「総合」について

の集計も行い，結果を記入する。ここでも評価者の判

断に委ねるためそれぞれの評価指標への各評価項目の

寄与を選択できることとした。図 4-5 に示すそれぞれ

の評価指標の欄に「〇」を記入することで，それらの

評価項目の点数を合計した点がそれぞれの評価項目の

点数となるようにした。

上述の図 4-4 と図 4-5 に示した各評価項目の配点や

評価指標への寄与は，本検討を行う際に妥当なものと

して決定したものであるが，今後の検討結果を踏まえ

て評価目的に合ったものを提案できるようにしていく

予定である。

最後にマクロ（ソート）を実行することで，「総合」

の評価点を基に並べ替えを行い，順位付けを行うこと

ができる。

上記の処理フローに従い得られる出力ワークシート
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図 4-6

図 4-7 図 4-8

UEvaluateX xx の̂評価結果部分の例を図 4-6 に示す。

ここでは母集団内の特許出願毎に評価項目の点数と各

評価指標及び総合の点数を記載し，総合点順に並び変

えている。評価目的に応じて，評価対象特許の評価

点，母集団の中で何位に位置するか，全体の分布の中

のどの辺りに位置するかなどをグラフ化して読み取

り，また必要に応じて，特定の評価項目，評価指標の順

位付けを行うなど，多様な判断を行うことが可能である。

４．１．２ 評価結果

今回，評価を行った 6 件の大学保有特許に対して，

総合点で順位付けを行った結果を図 4-7 に示す。表中

の L，S は図 3-2 に示す多め，少なめの母集団に対応

する。どの特許も比較的高い点数を得て，高位の順位

を獲得している。これはそれぞれの大学で，比較的価

値があると考えた特許，又はライセンス対象特許を選

定したためであり，大学保有特許が常に高い順位を得

るということではないと考えている。しかし，それぞ

れの特許の事情を踏まえて定性的に判断した評価結果

と，本特許評価ツールの評価結果にそれほど大きな乖

離はないと言える。

４．１．３ 相対評価について

上述の特許価値評価手法は評価点を用いて，順位付

けを行ったものであるが，全体の分布のどこに位置付

けられるかについては一目でわかるとは言い難い。母

集団内の相対的な位置づけについては偏差値を用いる

ことがよく行われる。本ツールについても個々の評価

項目の点数を偏差値に換算し，配点を乗じて合計する

ことで各評価指標の点数を求める手法についても検討

を行った。本手法により評価を行った場合，分布の中

央付近に多くの件数が集中する傾向が見えたため，さ

らに分布を広げる目的で，各評価指標と総合の偏差値

も算出できるようにした。どの段階で評価点とするか

は，評価目的や母集団の性格，どのあたりの分布を見

たいかにより適切に選択すればよいと思われる。追加

の処理フローを図 4-8 に示す。左側の 2ステップが各

評価項目の偏差値化，右側の 2ステップが各評価指標
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と総合を偏差値化するものである。

今回評価した 6件の特許の中から，6 件目の山梨大

学の保有する特許 5463582 号の母集団 486 件の①評価

点の合計による総合点（〇），②偏差値加重合計による

総合点（実線），③さらに偏差値化した総合点（破線）

を，横軸に 486 件の特許出願をとってプロットしたグ

ラフを図 4-9 に示す。③の得点順に並べているため，

評価点の順位とは多少のずれがあり，①の線は上下に

揺れが生じている。評価項目の中には有無の 2値情報

もあり，一律に偏差値化が適切か否かについては今後

検討を続ける予定である。

図 4-9

４．２ 特許価値評価目的に応じた評価手法

大学特許の活用は，企業における活用とは大きく様

相が異なる。自社製品に用いる技術を特許権化し，他

社の事業参入を防ぐというのが企業における活用であ

る。使用せずとも関連する技術について特許権を取得

し回避技術の使用を阻むことや，競合他社の基本特許

を封じ込めるために周辺特許を網羅的に取得してクロ

スライセンスに持ち込むなど，企業においては製品・

事業戦略と切り離した特許活用戦略は存在しない。

一方，大学においては研究の初期段階における発明

が多く，用途が特定されていない技術に関するものも

多い。従って，大学が特許権を取得する一つの目的

は，企業からライセンス収入を得てさらなる研究資金

に回すという，研究サイクルの促進である。また特許

権を保有することは，その技術に対して研究が先行し

ていることの証であり，上述したように公的機関から

の競争的資金の獲得，民間企業との共同研究の獲得な

どへの寄与も想定される。以上により，大学特許の価値

評価は，活用可能性の高い特許の抽出，競争的資金や共

同研究につながる特許の抽出に不可欠であると言える。

４．２．１ 大学特許棚卸の評価手法

大学特許の棚卸では大学が保有するすべての特許が

母集団となるが，棚卸により特許を放棄する場合，半

数以上の特許を放棄するというケースは少なく，下位

の 10％などの抽出基準を定め，その 10％の中から精

査して放棄すべき特許を抽出するというようなことが

想定される。従って，評価点の上位グループではな

く，下位グループにおける比較が十分にできるような

手法でなくてはならない。しかし，市販の特許評価

ツールはいずれも下位グループに注目した手法ではな

い。従って，今後，下位グループのなかで放棄すべき

特許を顕在化させる手法を見出す必要があると考える。

また，競争的資金への寄与や共同研究への寄与につ

いては，現状では既存の特許出願データベースからは

それらの情報が得られず，評価項目とすることはでき

ない。しかし，大学で保有する特許を生み出した研究

が，どのような競争的資金を獲得してきたか，またど

のような民間企業との共同研究を生み出してきたかは

大学内部の情報であり，母集団の特許すべてに付与で

きるものである。従って図 4-10 に示すような評価項

目を設け，大学内の特許データベースに追加して本

ツールに組込むことで対応可能となる。

図 4-10

４．２．２ 大学特許のライセンス活動促進の評価

手法

大学特許のライセンス活用の可能性を評価するに

は，まずライセンスに値する特許かどうかの評価を行

い，次にライセンス可能性を評価するという 2段階で

考える必要がある。前者の場合の母集団は大学保有特

許であり，後者の場合は同一技術領域の他者特許を含

むグループということになる。

前者の場合は棚卸の場合と同様に考えれば良いが，

抽出対象は下位グループではなく，上位グループとい

うことになる。また研究資金を得る際の条件により，
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ライセンスが困難な場合もあるので，図 4-10 に示す

評価項目からライセンスが可能かどうかを判断する必

要もある。競争的資金を用いた研究であれば外国企業

へのライセンスが困難な場合もあり，企業との共同研

究費を用いた研究であれば競合他社へのライセンスは

不可能であろう。

後者の場合は今回検討した評価手法が適用できる。

母集団である同一技術領域の特許の中での評価点が高

ければ活用の可能性は高いと考えられる。さらに言え

ば，これらの母集団特許を保有する権利者が活用先の

候補である。しかしながら活用先候補への十分な訴求

力を持つかどうかを書誌情報，経過情報から評価する

のは困難である。発明技術が重要な基本発明なのか，

代替技術があるのか，既に陳腐化したものなのかなど

を判断することが重要であるが，そのためには母集団

内で要素技術間の技術マップを作成し，その技術の位

置づけ，技術寿命におけるフェーズなどを的確に把握

することが必要である。

４．３ 課題

棚卸評価の場面では，図 4-10 に示すような大学独

自の項目による評価が必要である。そのようなデータ

ベースはまだ十分整備されておらず，大学内の特許を

管理部門，民間企業との共同研究管理部門，競争的資

金管理部門などの横断的な連携により確立する必要が

ある。またライセンス活用評価の場面においては，技

術マップをいかに作成するか，要素技術の位置づけを

いかに行うかが大きな課題である。そのためには

IPC，FI，F タームなどを駆使して解析するようなこ

とが考えられる。そのような手法の確立が必要であ

り，次の課題である。

また，棚卸を目的に評価する場合，母集団の大学保

有特許には種々の技術分野が含まれる。電気電子系分

野では特許件数の多寡を争い，質よりも量と言えなく

もない。一方，医薬系分野では基本的な特許を保有す

ることでその製品のマーケットを占有することも可能

であり，一つの特許にかける労力は他の分野に比べか

なり大きいと言える。従って，これらの技術分野の特

許を含む大学保有特許という母集団の中で一律に評価

を行うことは必ずしも適切ではない。今後，大学保有

特許の中でポートフォリオ分析を行い，同一技術を束

ねた特許群に分類し，それぞれの特許群に対して同一

技術の母集団を抽出，評価を行いその結果を大学保有

特許の中の評価にフィードバックするような手法が求

められるであろう。

５．まとめ

国立大学の法人化を契機とし，大学が特許を出願し

はじめて，既に 10 年以上が経過する。特許出願件数

は急激に増大し，企業との共同研究の拡大，ライセン

ス収入による大学事業の充実など，一定の成果が得ら

れてきている。一方において，急激な出願件数の伸び

と比較すると，ライセンス収入の伸びや共同研究契約

件数の伸びは未だ十分ではなく，また出願に要する費

用の確保，保有特許の蓄積による特許維持費用の削減

が喫緊の課題となっている。量から質への転換，管理

労力の軽減，収支の改善等，大学自身による自律的な

特許マネジメントが大学に求められている。

近年，その一手法として特許の書誌的情報を用いた

特許価値評価ツールがいくつか販売されており，使用

している企業や大学もでてきている。しかし，市販の

特許価値評価ツールでは，目的に応じた評価項目，評

価指標の選択，そして目的に応じた評価項目等の重み

付けを変更することができない。また大学特許の活用

は，企業における活用とは大きく異なり，市販の特許

価値ツールにはない評価項目（科研費獲得の貢献度，

競争的資金の獲得率等）を自在に追加・変更できるこ

とが好ましい。

本稿は上記事情を考慮するなかで，日本弁理士会

（知的財産経営センター）と大学人との共同作業によ

り，大学の自律的な特許マネジメントに不可欠である

特許価値評価の一手法を提案するものである。各大学

の知財経営の一助となれば幸いである。
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